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（趣旨）

第１条 この要綱は、尾張旭市補助金等交付規則（平成９年規則第15号）に定めるもののほか、市が交

付する空調機・物置設置事業補助金（以下「補助金」という。）の交付に関し、必要な事項を定める

ものとする。

（補助金の交付目的）

第２条 この補助金は、次条に規定する事業に助成を行うことにより、地域集会所の有効活用を図るこ

とを目的とする。

（補助対象事業）

第３条 この補助金の補助対象事業の名称及び概要は、次の表に定めるとおりとする。

（交付対象者）

第４条 この補助金の交付対象者は、尾張旭市自治組織の育成に関する要綱（平成13年４月19日施行）

に規定する自治会及び町内会（以下「自治会等」という。）のうち、地域集会所を管理する自治会等

とする。

（補助対象経費）

第５条 この補助金の補助対象経費は、地域集会所の空調機又は物置の購入及び設置に要する経費とす

る。

（補助金の額）

第６条 この補助金の額は、補助対象経費の２分の１に相当する額（その額が150,000円を超える場合

は150,000円）を上限とし、1,000円未満の端数が生じた場合には、その端数を切り捨てた額とする。

（交付申請）

第７条 この補助金の交付を受けようとする自治会等は、事業に着手する前に、補助金交付申請書（第

１号様式）に、次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。

(1) 空調機又は物置設置箇所を示した図面

(2) 空調機又は物置設置に要する見積書の写し

（交付の決定）

名称 補助対象事業の概要

空調機設置事業 地域集会所に空調機が設置されていない、又は空調機が老朽化してい

る等の事情により、地域集会所の利用に支障が生じた場合、その利用

に必要な空調機を新たに購入し、設置する事業

物置設置事業 地域集会所の倉庫などが手狭になり、備品などの収容場所に支障が生

じた場合、その保管に必要な物置を新たに購入し、設置する事業。た

だし、1集会所につき1回限りとする。
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第８条 市長は、前条の規定により補助金交付申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査

し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定するものとする。

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定した自治会等に対しては補助金交付決定通知書（第

２号様式）により通知するものとする。

３ 市長は、補助金の交付を決定する場合において、補助金の交付の目的を達成するため必要と認めた

ときは、条件を付することができる。

（変更の承認）

第９条 補助金交付決定を受けた自治会等（以下「補助事業者」という。）は、事業内容を変更する場

合、速やかに事業内容変更申請書（第３号様式）に変更内容を証する書類を添え、市長に提出しなけ

ればならない。

２ 市長は、前項の規定により事業内容変更申請書の提出があったときは、速やかにその内容を審査し、

適当と認めたときは、事業内容の変更を承認するものとする。

３ 市長は、前項の規定により事業内容の変更を承認した補助事業者に対しては、事業内容変更承認通

知書（第４号様式）により通知するものとする。

（実績報告）

第10条 補助事業者は、補助事業が完了した日から30日以内に、事業実績報告書（第５号様式）に次に

掲げる書類を添えて、市長に報告しなければならない。

(1) 空調機又は物置設置箇所を示した図面、記録写真など実施内容が確認できる資料

(2) 空調機又は物置設置に係る領収証の写し

（交付額の確定）

第11条 市長は、前条の規定により事業実績報告書を審査し、事業の成果が補助金の交付決定の内容及

びこれに付した条件に適合すると認めるときは、補助金の交付額を確定し、補助金交付額確定通知書

（第６号様式）により速やかに補助事業者に通知するものとする。

（補助金の請求）

第12条 補助事業者は、前条の通知を受理したときは、補助金請求書（第７号様式）を市長に提出する

ものとする。

２ 市長は、前項の補助金請求書を受理したときは、速やかに補助金を交付するものとする。

（交付決定の取消し）

第13条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当するときは、補助金の交付の決定額の全部又

は一部を取り消すことができる。

(1) 補助金を他の用途に使用したとき。

(2) 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。

(3) 補助事業を中止し、又は廃止したとき。

(4) 虚偽の申請等をしたとき。
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２ 前項の規定は、補助金の額を確定した後においても適用する。

３ 第１項の規定による取消しをした場合は、補助事業者に通知しなければならない。

（補助金の返還）

第14条 市長は、補助金の交付の決定の取消しをした場合において、補助事業の当該取消しに係る部分

に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定めてその返還を命じなければならない。

（調査等）

第15条 市長は、補助金に係る予算の執行の適正を期すため必要があるときは、補助事業者に対して報

告させ、又は関係書類等について調査をすることができる。

（委任）

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。

附 則

１ この要綱は、平成31年４月１日から施行し、平成31年度の予算に係る補助金から適用する。

２ この要綱の施行前に交付した補助金の交付回数は、この要綱に規定する補助回数に含めるものとす

る。

３ この要綱は、令和10年３月31日までの間に見直しを行うものとする。

附 則

(施行期日)

1 この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。

(経過措置)

2 この要綱の施行の際、この要綱による改正前の各要綱等の規定に基づいて作成されている申請書そ

の他の用紙で、現に残存するものは、この要綱の規定にかかわらず、当分の間、使用することができ

る。

附 則

この要綱は、令和 3年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、令和 4年 4月 1日から施行する。

附 則

この要綱は、令和 7年 4月 1日から施行する。


